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１．研究の背景と目的 

2011年の東日本大震災復興構想会議は「大自然災害を完全に封

ずることができるとの思想ではなく，災害時の被害を最小化する

「減災」の考え方が重要である。」とし，“減災”の考え方の重要

性を指摘した１）。また，国際的には，国際自然保護連合（IUCN）

が生態系を基盤とした防災，減災の基本的考え方を整理しており
２），Eco-DRR（Ecosystem-based Disaster Risk Reduction；生態

系を基盤とした防災・減災）の取り組み事例の蓄積が進みつつあ

る。しかし，実際には，三陸沿岸部の一部で防潮堤の是非に関す

る価値観の対立が見られ，2013年の第1回アジア国立公園会議に

おいてこの問題について議論が白熱する場面があった３）ことから，

自然保護や環境保全と防災との折り合いのつけ方を検討しておく

必要がある。一方，危険事象と結果としての災害の発生機序の解

明の重要性から，災害研究の多くは災害発生後に行われることが

多いが，人が災害，脅威とどのように向き合おうとしているのか

を，災害という極端な事象の後の混乱の中ではなく，平時あるい

は災害が想定された時機をも捉え検討することに意義を見出せる。 

既往の知見を概観すると，わが国は災害大国であり，火山，地

震，津波，台風，土砂災害など危険事象に関する知見は夥しい数

にのぼる。とくに津波に限っても，東日本大震災，北海道南西沖

地震などで多くの蓄積４）５）がある。一方，近い将来発生が予測さ

れる南海地震に関しては，高知，徳島両県の津波碑調査を通した

津波波高の検討結果６），高知県須崎市における過去3,500 年間の

津波堆積物の調査結果から約350，700年ごとに起きる津波の周期

性を概説したもの７）がある。また，近年の巨大地震の想定に関わ

る知見としては，波源の不確定性から従来の想定高を上回る津波

の発生確率を指摘したもの８），津波浸水特性が陸上地形によって

大きく異なることを明らかにしたもの９）があり，南海地震が引き

起こす津波の特性を理解する上で重要である。さらに，人の行動

と意識を扱った研究成果も数多く，津波の引き波に関する知識の

不足と被災体験の風化を指摘したもの10），専門家の技術支援が地

域社会の意思決定に及ぼした影響を考察したもの 11）などがあり，

知識や情報の共有方法を探る上で有用である。加えて，早期の避

難行動の促進要因を考察したもの12），徒歩避難可能な環境に住み

つつも自動車避難が想定されている点を問題として指摘したもの
13）があり，行動と意識の特性把握から防災，減災を図ることがで

きる。東日本大震災後の知見の中には，将来的に人口減少率が高

い地域では安全な地域への人口誘導や土地利用転換を図るニーズ

と重要度が高いことを論考したもの14）や，想定災害前の都市の移

転可能性，移転費用の検討を行ったもの15）があり，将来起こりう

る大災害への大胆な政策提案も増えつつある。以上，津波災害に

関する知見を概括したが，前述した問題意識から言えば，防災研

究の大半は自然，地形の積極的活用は想定がなく，自然の恵み，

脅威との向き合い方を根本から検討することを企図した。すなわ
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ち，本研究では，現在，起こりうる災害として南海トラフ地震と

津波が想定されている地域を取り上げ，住民の災害に対する考え

方を把握，整理すること，生態系を基盤とした防災・減災，自然

や地形の活用可能性を検討することを目的とした。 

 

２．研究方法 

（１）研究対象地 

 南海トラフ地震による巨大津波の襲来が予想される地域には，

太平洋沿岸部の高知，和歌山，三重，愛知，静岡などがあり，中

でも，初期に津波避難タワーの整備を開始した高知県南国市沿岸

部を研究対象地に選定した。東日本大震災後，国が1,000 年に1

度の「考えうる最大級」の地震による被害予測の見直しに着手し

た結果，太平洋沿岸部の各県で巨大津波の到達が予測され，沿岸

部に高低差の少ない平野が広がる南国市においても津波浸水が予

測されている16）。こうした状況下，2014年4月に南国市沿岸部に

14基の津波避難タワーが完成し，高台等の自然地形との組み合わ

せによって，沿岸部の30の地域防災会の2,116世帯の住民の命を

まもる防災施設として機能を果たすことが期待されている。30の

防災会には一つあるいは二つの部落が所属し，これらの部落はお

およそ黒潮ライン（県道14号）と高知龍馬空港の南側に位置して

いるため，図-１のように調査対象地を設定した。市の防災の取り

組みはこの地域防災会を中心に進められてきた経緯があり，高台

を避難先とする1防災会（1部落）を対象外とし，29の防災会と

それに所属する部落を調査対象とした。 

（２）調査方法と調査票の構成，分析方法 

津波浸水想定地域の住民意識を把握するため，2016 年 1〜2月

に全世帯を対象として調査票をポストに投函する，郵送回収式ア

ンケート調査を実施した。調査協力依頼時の拒否数，拒否率は44，

2.89%であり，1,480世帯に配布した。調査票は，回答者の基本属

性である年齢，性別，居住部落，職業（複数回答，以下「複」と

表記）のほか，過去の災害経験の有無，過去に経験した災害，現

在不安要因となっている災害（複），南海トラフ地震による津波へ

の不安に関する質問項目を設けた。また，災害リスク削減にむけ

た行動と意識を把握するため，2015年3月に南国市が策定した地

震・津波ハザードマップの認知，家族内での避難場所の確認状況

について聞いた上で，津波避難タワーに関する質問項目として，

議論への参加状況，合意形成の評価，議論において重視した視点

（複），津波避難タワーの評価（4段階）をたずねた。さらに，既

往の知見17）を参考に，回答者の災害に対する考え方（4項目）を

4段階（3点：とてもそう思う〜0点：まったくそう思わない）の

回答で求め，最後に，防災減災で強化すべき点（複），自然の恵み

の一側面を捉えることを意図して，南国市沿岸部の魅力（複），南

国市沿岸部が抱える問題（複）の質問を設けて調査票を構成した。

分析方法は，海岸線からの距離に応じて意識が異なる可能性を考

慮し，調査対象地を近景域内に相当する，海岸線から300m以内と，

300m超の距離帯に2区分し，それぞれ沿岸部，内陸部と位置づけ

属性 カテゴリー 属性 カテゴリー 属性 カテゴリー

20代 2 2% 2 1% 農林畜産業 11 10% 52 17% あり 44 39% 112 36%

30代 3 3% 15 5% 水産業 0 0% 1 0.3% なし 47 42% 162 53%

40代 12 11% 29 9% 商業 3 3% 18 6% 地震 18 16% 42 14%

50代 14 13% 45 15% 工業 4 4% 11 4% 津波 5 4% 6 2%

60代 40 36% 120 39% 観光業 0 0% 1 0.3% 地震 73 65% 255 83%

70代 24 21% 69 22% 団体・自営 11 10% 34 11% 津波 84 75% 238 78%

80代 10 9% 28 9% 公務員 2 2% 10 3% 高潮 18 16% 29 9%

90代 2 2% 2 1% 専業主婦 11 10% 21 7% 台風　 38 34% 143 47%

男性 53 47% 159 52% 年金 18 16% 66 21% 洪水 7 6% 9 3%

女性 54 48% 145 47% 無職 36 32% 71 23% 土砂崩れ 0 0% 14 5%

非常勤 7 6% 18 6% その他　 1 1% 2 1%

その他 2 2% 10 3% 無回答 0 0% 45 15%

無回答 3 3% 6 2% 非常に不安 55 49% 141 46%

やや不安 38 34% 140 46%

あまり不安ではない 13 12% 23 7%

まったく不安ではない 0 0% 3 1%

不安要因
となって
いる災害
(※)

災害の
経験

経験した
災害

注）有効回答数＝N１＋N２＝419。単数回答の各カテゴリーの合計と有効回答数の差は無回答を表
す。塗りつぶし灰色はP＜.05，同黒色はP＜.01（Fisher's exact test）。「不安要因となって
いる災害」は正確には「危険事象」の語が相応しいが，調査では専門用語の使用を避けた。

沿岸部
N１=112

内陸部
N２=307

年齢

沿岸部
N１=112

内陸部
N２=307

性別

職業
(※)

沿岸部
N１=112

内陸部
N２=307

津波への
不安

表−１ 回答者の属性と災害経験，不安 

属性 カテゴリー 属性 カテゴリー

見たことがある 85 76% 278 91% 非常に満足 23 21% 79 26%

知っているが見たことはない 12 11% 22 7% やや満足 42 38% 138 45%

知らない 9 8% 8 3% やや不満 27 24% 56 18%

確認した 86 77% 259 84% 非常に不満 11 10% 15 5%

知っているが家族で未確認 14 13% 32 10% 住家や公共施設の耐震化 55 49% 183 60%

避難場所がどこか知らない 4 4% 6 2% 家具等転倒防止 43 38% 171 56%

(ほぼ)すべての回に参加した 18 16% 68 22% 高台移転 32 29% 52 17%

多くの回(半分以上)に参加した 14 13% 40 13% 低地を公園・緑地化 4 4% 13 4%

一部の回(半分以下)に参加した 16 14% 35 11% 防潮堤の増設 29 26% 62 20%

ほとんど参加しなかった(数回程度) 19 17% 37 12% 防潮堤をより高く 46 41% 92 30%

まったく参加しなかった 39 35% 127 41% 海岸防災林の整備 10 9% 45 15%

早すぎた(議論が足りなかった) 9 8% 24 8% 防災学習 30 27% 102 33%

ちょうど良かった 46 41% 156 51% 避難路・避難場所の整備 40 36% 141 46%

遅かった(一刻も早く整備したかった) 1 1% 1 0.3% 災害予知連絡 30 27% 81 26%

(参加しなかったので)分からない 44 39% 118 38% 役場や消防など行政の役割強化 19 17% 47 15%

住民の命をまもること 66 59% 191 62% ご近所同士の助け合い 60 54% 163 53%

産業や生業の発展の妨(さまた)げとならないこと 2 2% 5 2% 避難訓練の開催 24 21% 103 34%

高齢者，子どもなど弱者の利用のしやすさ 39 35% 142 46% 自分の身は自分でまもるという意識の徹底 72 64% 224 73%

景観をまもること 0 0% 6 2% 水・食料の備蓄 50 45% 155 50%

自然環境を保全すること 1 1% 6 2% 建物や土地のかさ上げ 9 8% 20 7%

長期的な視点で議論すること 11 10% 29 9% その他 2 2% 4 1%

維持・管理費などの費用の抑制 8 7% 20 7% なし 1 1% 2 1%

その他　 5 4% 9 3% 無回答 3 3% 6 2%

なし 11 10% 25 8%

無回答 24 21% 69 22%
注）有効回答数＝419。単数回答の各カテゴリーの合計と有効回答数の差は無回
答を表す。塗りつぶし灰色はP＜.05，同黒色はP＜.01（Fisher's exact
test）。

津波避難
タワーの
議論にお
いて重視
した視点
(※)

沿岸部
N１=112

内陸部
N２=307

津波避難
タワーの
評価

今後の
防災減災
で強化
すべき点
(※)

避難場所
の確認

沿岸部
N=112

内陸部
N=307

津波避難
タワーの
合意形成
の評価

津波避難
タワーの
議論への
参加

ハザード
マップの
認知

表−２ 回答者の災害リスク削減にむけた行動と意識 
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て分析を行った。次章以降の結果と考察における「沿岸部」は海

岸線から300m以内を指す。また，災害に対する考え方と他の防災

意識の関係性の把握にあたっては，クロス集計と t 検定（Welch 

t-test），ロジスティック回帰分析を行い，両者の分析で有意と判

断された意識項目間を線で結び図化した。分析対象とする他の防

災意識は，防災減災の取り組みに対する支持の背景意識の解明を

意図し，津波避難タワーを議論する際に重視した視点，防災・減

災で強化すべき点，の2つの意識とした。 

 

３．結果と考察 

 調査の結果，沿岸部112，内陸部307の計419の有効回答を得

ることができ，回収率は28.3%だった。 

（１）回答者の基本属性 

 まず，回答者の基本属性は，世帯を対象とした調査方法を反映

し，年齢では60代が最も多く，60-70代で約6割を占め，65歳以

上の南国市の実際の老齢人口男性割合21.4%，同女性割合29.2%18）

よりも高い割合を示した。また，性別では沿岸部，内陸部ともに

それぞれ約半数となった。さらに，職業では，沿岸内陸の両者で

無職の割合が最も多く，とくに沿岸部で 32%とその割合が高かっ

た。次いで，年金生活者，農林畜産業の割合が高かった（表-１）。 

（２）過去の災害経験と将来の災害への不安 

 過去の災害経験は約4割があると回答し，経験した災害では地

震が最も多く，津波災害の経験は沿岸部で4%，内陸部で2%とわず

かだった。将来起こりうる災害のうち不安要因となっているもの

は，やはり，地震と津波がそれぞれ約7-8割，約1-2割で上位に

位置し，次いで，台風の上陸，通過県という性格を反映して台風

が多かった。沿岸部と内陸部で比較すると，沿岸部では高潮の回

答が多く，内陸部では地震の回答が多かった。また，現在想定さ

れる南海トラフ地震による津波災害については，半数弱の回答者

が非常に不安と回答し，不安度の強さがうかがえた。海岸線から

の距離帯別に比較すると，内陸部ではやや不安の回答が多く，津

波災害に帯する不安の感じ方に差がみられた（表-１）。 

（３）災害リスク削減にむけた行動と意識 

 津波ハザードマップの認知度は高く，約8-9割の回答者が見た

ことがあると回答したが，内陸部よりも沿岸部で見たと回答する

割合が低かった。また，家族での避難場所の確認割合も高く，約

8 割が家族で情報共有していた。津波避難タワーの議論の場への

参加状況は，すべての回に参加した回答者は約2割にとどまり，

半分以上の回に参加した回答者を合わせても3-4割と低かった。

さらに，議論の速度の観点から津波避難タワーへの合意形成につ

いて評価を求めた結果，ちょうどよかったが4-5割で最も多かっ

たものの，参加状況の低さを反映して分からないと回答する者も

約4割と多かった。津波避難タワーの議論において回答者が重視

した視点は「住民の命をまもること」が最も多く約6割を占め，

次いで「高齢者，子どもなど弱者の利用のしやすさ」が4-5割で

多く，「長期的な視点で議論すること」が約1割で続いた。沿岸部

と内陸部で比較すると，内陸部でより高齢者，子どもなどの弱者

の視点が重視されていた。津波避難タワーの総合的な評価は，非

常に満足とやや満足の両者を合わせると6-7割となり肯定的に評

価されていた。今後の防災減災で強化すべき点としては，「自分の

身は自分でまもるという意識の徹底」（沿岸部と内陸部を合わせて

296人）が最も多く，次いで「住家や公共施設の耐震化」（同238

人），「ご近所同士の助け合い」（同223人），「家具等転倒防止」（同

214 人）が多く，自助共助を基本とする備え，地震に対する対策

が回答者の過半数によって支持されていた（表-２）。 

（４）災害に対する考え方 

 災害に対する考え方は「津波が発生した場合，被害を完全に封

じることはできない」（津波防災の限界性）という質問の評価得点

（同意度）が2.6で最も高く，回答者に支配的な考え方であった。

次いで「津波災害を最小化する方法として，自然や地形を活かす

方法を検討する必要がある」（自然と地形の活用可能性）が

2.1-2.2で高かった。一方，4つの項目のうち「津波災害を最小化

するには，十分に大きい防潮堤を建設することが有効である」（防

潮堤の有効性），「津波災害を最小化するには，浸水想定地域から

内陸へ人が移住する必要がある」（内陸移住の有効性）の評価得点

は，相対的にであるが，高くはなかった。沿岸部と内陸部で比較

注）有効回答数＝N１＋N２＝419。回答選択肢は「とてもそう思う」(３点)〜「まったくそう思わない」(０

点）の４段階。*：Ｐ＜.05，**：Ｐ＜.01（ｔ検定）

2.648 

2.135 

2.029 

2.204 

2.614 

1.795 

1.716 

2.071 

0 1 2 3 

津波が発生した場合，被害を完全に封じるこ
とはできない 

津波災害を最小化するには，十分に大きい防
潮堤を建設することが有効である 

津波災害を最小化するには，浸水想定地域か
ら内陸へ人が移住する必要がある 

津波災害を最小化する方法として，自然や地
形を活かす方法を検討する必要がある 

沿岸部 

(N1=112) 

内陸部 

(N2=307) 

** 

* 

図−２ 回答者の災害に対する考え方 

表−３ 南国市沿岸部の魅力と問題◎ 

属性 カテゴリー

自然風景が素晴らしい 69 62% 158 51%

貴重な動植物が存在する 3 3% 6 2%

歴史や文化が残っている 11 10% 50 16%

伝統芸能や特産品がある 9 8% 21 7%

まち並みが素晴らしい 0 0% 1 0.3%

おいしい食べ物がある 28 25% 95 31%

南国市ならではの活動や楽しみがある 9 8% 25 8%

にぎやかで楽しい 2 2% 4 1%

地域の人とのふれあい,交流がある 27 24% 87 28%

地域に根ざした産業がある 3 3% 41 13%

アクセスがよい 12 11% 42 14%

冬の楽しみがある 1 1% 3 1%

その他 5 4% 6 2%

なし　 16 14% 44 14%

無回答 7 6% 36 12%

震災の想定による負のイメージの定着 45 40% 140 46%

農林水産業の衰退 37 33% 128 42%

商工業の衰退 9 8% 51 17%

人口の減少 55 49% 147 48%

過疎化・高齢化 74 66% 242 79%

まちに活気がない 29 26% 72 23%

自然（景観）資源の減少・劣化 21 19% 44 14%

その他 2 2% 9 3%

なし 0 0% 5 2%

無回答 3 3% 16 5%

南国市
沿岸部の
問題
(※)

沿岸部
N１=112

注）有効回答数＝419。単数回答の各カテゴリーの合計と有効回答数の差は
無回答を表す。塗りつぶし灰色はP＜.05，同黒色はP＜.01（Fisher's
exact test）。

内陸部
N２=307

南国市
沿岸部の
魅力
(※)

津波避難タワーに

ついて議論する際

に重視した視点

災害に対する考え方

住民の命 津波防災の限界性 耐震化 災害予知連絡

転倒防止 行政の役割強化
産業と生業 高台移転 近所での助け合い

防潮堤の有効性 公園緑地化 避難訓練

弱者の利用 防潮堤増設 自助意識

防潮堤高く 水・食料の備蓄

景観保護 内陸移住の有効性 海岸防災林

防災学習
環境保全 避難路・避難場所

自然と地形の活用可能性 かさ上げ

長期的視点

P<.01（正の関係）

費用の抑制 P<.05（正の関係）

P<.05（負の関係）

防災・減災で

強化すべき点

注）有効回答数＝419。t検定（Welch t-test）とロジス

ティック回帰分析を行い，両者の分析において有意と判

断された意識項目間を線で結び図化した。

図−３ 災害に対する考え方と他の意識の関係図 
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すると，防潮堤の有効性，内陸移住の有効性については沿岸部回

答者で評価得点が高く，考え方に違いがみられた（図-２）。 

（５）南国市沿岸部の魅力と課題 

南国市の魅力（表-３）は「自然風景が素晴らしい」（沿岸部と

内陸部を合わせ227人）が最も多く，次いで「おいしい食べ物が

ある」（同123人），「地域の人とのふれあい,交流がある」（同114

人）が多かった。沿岸部と内陸部で比較すると，沿岸部では自然

風景が，内陸部では地域産業が魅力として多く回答された。一方，

同市の問題は「過疎化・高齢化」（同316人）が最も多く，次いで

「人口の減少」（同202人），「震災の想定による負のイメージの定

着」（同185人）が多かった。沿岸部と内陸部で比較すると，回答

数は少ないものの，内陸部で「商工業の衰退」が少なかった。 

（６）災害に対する考え方と他の防災意識との関係性 

 災害に対する考え方と他の防災意識との関係図（図-３）から，

津波防災の限界性は津波避難タワーの議論で重視した「住民の命」

の視点と正の関係があり，防潮堤の有効性は負の関係があった。

また，自然と地形の活用可能性は長期的視点と正の関係があった。

一方，災害に対する考え方と防災・減災で強化すべき点の両者の

関係をみると，多くの有意な関係を確認できた。まず，津波防災

の限界性は耐震化，高台移転，防潮堤増設等と有意な正の関係が

あり，防潮堤の有効性は防潮堤増設，防潮堤をより高く，という

意識と正の関係があった。また，内陸移住の有効性は高台移転や

防潮堤高く，かさ上げといった意識と正の関係で結びついていた。

最後に，自然と地形の有効可能性は高台移転，公園緑地化，防災

学習，かさ上げといった意識と正の関係を持っていた。 

 

４．総合考察 

（１）海岸線からの距離帯別の住民の防災・減災意識 

 南海トラフ地震による災害が想定される状況下，南国市の沿岸

部住民にとっては，やはり，地震と津波が大きな不安となってい

た。沿岸部と内陸部で不安要因を比較すると，内陸部で地震に対

する不安の回答が多いのに対し，沿岸部では高潮が多く，海への

物理的距離が近い回答者で海に関わる危険事象をより意識してい

た。また，南国市の魅力については，回答者全体で自然風景，食，

地域の人とのふれあい，交流が多く，とくに沿岸部で自然風景が

多かった。これらの二つの意識から，海に近い住民では，その海

に危険を感じると同時に地域の魅力とも捉えており，まさに，海

の脅威と恵みに向き合って生活していると考えられる。一方，災

害に対する考え方では，海岸線からの距離が近い住民において防

潮堤，内陸移住の有効性が高く評価され，海からの脅威，災害リ

スクに対する対処，削減方法に関する考え方の違いとなっていた。

しかし，災害リスクの削減にむけた行動では，沿岸部ではハザー

ドマップを見た住民は少なく，マップの認知度の向上や理解促進

を含めた地域ハザード情報の共有が課題と考えられる。 

（２）生態系を基盤とした防災・減災 

南海トラフ大地震は起こりうると想定する事象，被害がともに

大きく，南国市沿岸部住民の津波災害に対する不安度が高かった

ことから，災害が生起する前の今の時点で落ち着いた防災，減災

にむけた議論ができるかが問われる状況にある。研究結果から，

津波避難タワーの議論への参加状況は決して高いと言えないもの

の，限られた時間の中で合意形成を図りつつ，津波避難タワーの

建設が進められたことは肯定的に評価されており，住民の命をま

もるという視点から意義ある議論が展開されたことがうかがえる。

また，災害に対する考え方として津波防災の限界性や自然と地形

の活用可能性が意識される中で，防災，減災にむけて強化すべき

点として，自助と共助，住家や公共施設の耐震化，家具等の転倒

防止が支持されていたことから，コンクリート構造物のような防

災施設に依存しすぎない意識もみられた。とくに，生態系を基盤

とする防災・減災（Eco-DRR）の視点からみると，自然と地形の活

用可能性に関わる考え方が長期的な視点と結びついていたことか

ら，長い時間軸を設定した議論の中に，生態系を基盤とする防災・

減災を図る可能性を見いだせる。また，自然と地形の活用可能性

の考え方は，高台移転，低地の公園緑地化，海岸防災林といった

防災・減災の取り組みを支持する意識と繋がっていたことから，

防災・減災にむけて具体的な土地利用，土地の被覆状況を防災計

画の中で議論し，自然と地形を活用できる可能性を検証できた。 

 最後に，本研究では世帯を対象とする調査を実施したため，若

年層の回答が少ないが，こうした将来を担う世代の意識の解明も

必要であり，このあたりは今後の課題としたい。 
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